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要旨： RC 造柱梁接合部内の塑性化を防ぎ，梁プレキャスト化部分を拡大することを目的とするヒンジリロ

ケーション機構（以下，HR）研究の一環として，やや扁平な断面の RC 梁に逆対称曲げモーメントを与える

梁実験を実施した。試験体は，端部及び一般部の設備用開孔の有無，コンクリート強度，上下異配筋，スパン

長を実験因子とした 6 体である。実験結果から，全ての試験体で安定した履歴性状を示し，HR 成立を確認し

た。短スパン・片側 HR 試験体でも付着余裕度を上げれば付着割裂破壊せず，曲げ破壊することを確認した。

HR 梁降伏耐力のトラス機構を鑑みた曲げ強度評価法は，既往実験を含め，概ね安全側に評価できた。 

キーワード：ヒンジリロケーション，扁平梁，プレキャスト，機械式継手，カットオフ，有孔梁，短スパン梁 

 

1. はじめに 

 著者らは，高層鉄筋コンクリート（以下，RC）架構に

おいて，梁降伏先行型に基づく柱梁接合部の塑性化防止

を目的として，梁主筋降伏位置（ヒンジ位置）を梁端部

から梁中央部に移動させるヒンジリロケーション（以下，

HR）梁の研究例として 1)～3)・開発を行っている。既往研究 1）

では HR 機構において，ヒンジ計画位置を継手先端とし，

梁端部（スタブからヒンジ計画位置まで）は高強度主筋，

梁一般部（ヒンジ計画位置間）は普通強度主筋としてい

る。結果として，曲げ曲げ余裕度（端部曲げ終局強度/一

般部曲げ終局強度）を 1.25 程度，入力せん断応力度レベ

ル（曲げ終局強度時における応力度 τfu/コンクリート圧縮

強度 σB）を 0.040 程度，とすれば扁平断面および HR を

有する梁では，曲げ破壊型の安定した履歴性状を確認し

た。ただし，短スパン・片側 HR では曲げ降伏後に付着

割裂破壊となった。 

本研究では，HR 機構および扁平断面梁への入力せん

断応力度レベルを 0.050 に上げ，設備配管用の開孔を設

けた試験体，短スパン・片側 HR の試験体（付着検討用）

など計 6 体の加力実験を行った。また，文献 1)による HR

梁降伏時耐力の評価方法で既往の HR 梁の検討も行った。

以下にその結果を報告する。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

 有孔梁試験体形状（B2-1～B2-4）を図－１に，試験体

断面図（B2-1，B2-5）を図－２に，試験体諸元を表－１

に，鉄筋材料試験結果を表－２に示す。高層建築物にお

ける梁の約 1/2 縮尺の逆対称梁実験を行った。梁の断面

寸法は梁幅 B を 400mm，梁せい D を 360mm とした若干

の扁平断面であり，ヒンジ計画位置（スタブ面から継手

先端まで）を 300mm（約 0.83D）一定とした。梁端部主

筋を SD490（HD と略記），梁一般部主筋を SD390（SD と

略記）として機械式継手で接合すると共に，先端に機械
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図－２ 試験体断面図（B2-1,B2-5） 

B2-1端部断面 B2-5端部断面 

B2-5一般部断面 B2-1一般部断面 

図－１ 有孔梁試験体形状（B2-1～B2-4） 
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式定着具を取り付けた二段筋をスタブ面から 160mm（約

0.44D）でカットオフし，梁端部の曲げ強度と剛性を上げ，

継手先端で降伏する計画とした。内法スパン L は B2-6

試験体を 1600mm とし，その他試験体は 2200mm とした。

曲げ曲げ余裕度を 1.25 程度，入力せん断応力度レベルを

0.050 程度とした。有孔梁は 4 体（B2-1，B2-2，B2-3，B2-

4），無開孔梁は 2 体（B2-5，B2-6）の計 6 体とした。有

孔梁は開孔補強金物と孔際補強筋を全てで用いている。

B2-1，B2-4 試験体は開孔を端部に設け，開孔中心位置は

左右で異なり，左側をスタブ面から 200mm（約 0.55D），

と右側をスタブ面から 160mm（約 0.44D）とした。B2-2

試験体は，一般部に開孔を設け，開孔中心位置はスタブ

面から 480mm（ヒンジ計画位置から 0.5D）とした。B2-

3 試験体は連続開孔を設け，端部の開孔中心位置は，ス

タブ面から 160mm（約 0.44D），一般部の開孔中心位置

は，スタブ面から 585mm（ヒンジ計画位置から約 0.79D）

とした。開孔径は端部開孔で約 D/3.5（106mm），一般部

開孔で約 D/4（89mm）とした。B2-1～B2-4 では，端部に

開孔を設けた B2-1 試験体を基準試験体とした。B2-2 試

験体は，B2-1 試験体に対し，開孔を一般部のリロケーテ

ッドヒンジ領域に移動させ，コ形補強筋を配筋した試験

体である。B2-3 試験体は，B2-1 試験体に対し，一般部に

も開孔を設けた連続開孔試験体である。B2-4 試験体は

B2-1 試験体に対し，コンクリート圧縮強度を 42N/mm²か

ら 30N/mm²に下げた試験体である。B2-5 試験体は，無開

孔の上下異配筋（上端：8-SD19，下端：6-SD19）とした

試験体である。B2-6 試験体も無開孔の試験体で，内法ス

パンを 1600mm，片側のみ HR 機構を有した試験体であ

り，付着割裂破壊防止のため横補強筋比 Pw を 0.79％と

した。 

2.2 載荷方法 

 加力装置を図－３に示す。載荷は逆対称曲げ形式の正

負交番漸増繰返し載荷とした。載荷履歴は変形制御とし， 

鋼種 降伏強度 

σy 

(N/mm²) 

ヤング係数 

Es 

(N/mm²) 

引張強さ 

σmax 

(N/mm²) 

備考（使用試験体） 
径 材質 

D6※1 

SD295 

(D6) 
300.1 212300 499.2 横補強筋(B2-4) 

KSS785※2 

(S6) 
908.7 192900 1145.0 

横補強筋 

(B2-4 を除く全試験体) 

開孔補強金物 

(B2-1,B2-2,B2-3,B2-4) 

コ形補強筋(B2-2) 

D19 

SD390 

(SD19) 

441.8 173500 607.9 
一般部主筋 

(B2-1,B2-2,B2-3) 

448.0 195000 622.5 
一般部主筋 

(B2-4,B2-5,B2-6) 

SD490 

(HD19) 

530.7 185100 692.6 
端部主筋  

(B2-3,B2-4,B2-5) 

532.3 192300 691.7 
端部主筋  

(B2-1,B2-2,B2-6) 

D22 
SD490 

(HD22) 
537.0 186500 693.1 端部主筋(B2-5) 

試験体名 B2-1 B2-2 B2-3 B2-4 B2-5(上端) B2-5(下端) B2-6 

パラメータ 

有開孔 有開孔 連続有開孔 有開孔 無開孔  無開孔 

Fc42 Fc42 Fc42 Fc30 Fc42 Fc42 

D/3.5(端部) D/4(一般部) D/3.5(端部) D/3.5(端部) 上下異配筋 片側 HR 
  D/4(一般部)  (上端二段，下端一段) 短スパン 

梁幅×梁せい B×D mm 400×360 

内法スパン L mm 2200 (1600)※1 1600 (1300)※1 

せん断スパン M/Q mm 1100 (800)※1 800 (650)※1 

開孔径 
端部※2 

h mm 
106(D/3.5) -- 106(D/3.5) 106(D/3.5) -- -- 

一般部※2 -- 89(D/4) 89(D/4) -- -- -- 

設計強度 Fc N/mm2 42 42 42 30 42 42 

コンクリート強度 σB N/mm2 47.2 47.8 47.2 34.7 47.2 47.2 

端部 

主筋 
配筋※3※4   (6+2)-HD19 (6+2)-HD19 (6+2)-HD19 6-HD19 (6+2)-HD19 6-HD22 6-HD19 

降伏強度 σy N/mm2 532.3 532.3 530.7 530.7 530.7 537 532.3 

カット 

オフ筋 

配筋※4   4-HD19 4-HD19 4-HD19 3-HD19 4-HD19 -- 4-HD19 

降伏強度 σy N/mm2 532.3 532.3 530.7 530.7 530.7 -- 532.3 

引張鉄筋比 pt % 2.99 2.99 2.99 2.17 2.99 1.84 2.44 

一般部 
主筋 

配筋※3※4   (6+2)-SD19 (6+2)-SD19 (6+2)-SD19 6-SD19 (6+2)-SD19 6-SD19 6-SD19 

降伏強度 σy N/mm2 441.8 441.8 441.8 448 448 448 448 

引張鉄筋比 pt % 1.90 1.90 1.90 1.36 1.90 1.36 1.36 

せん断補強筋 

配筋※4   4-S6@60 4-S6@60 4-S6@60 4-D6@60 4-S6@60 6-S6@60 

降伏強度 σy N/mm2 908.7 908.7 908.7 300.1 908.7 908.7 

補強筋比 pw % 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.79 

開孔補強金物 配筋※4   4-S6 4-S6 4-S6 4-S6 -- -- 

コ形補強筋 配筋※4   -- 上下各 6-ΠS6 -- -- -- -- 

表－１ 試験体諸元 表－３ 実験結果 
 

※1 括弧内はヒンジ計画位置内の値    

※2 開孔の中心位置 端部：梁端から 200mm(B2-1,4 の左端),160mm(他)，一般部：梁端から 480mm(B2-2),585mm(B2-3) 

※3 配筋の括弧内は左側を一段筋，右側を二段筋の本数とする   

※4 SD:(SD390),HD:(SD490),S:(KSS785),D:(SD295) 

表－２ 鉄筋材料試験結果 

 

図－３ 加力装置 

200 900 150 2200 200 900 150 

一般部 端部 端部 

1600 300 300 

※1 降伏ひずみを 0.2%オフセット法により算定 

※2 KSS785 は高強度鉄筋 
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部材角 R=±1/800，1/400，1/200，1/100，1/50，1/33，1/25，

1/20rad において R=±1/800，1/25，1/20rad では 1 サイク

ル，その他は 2 サイクルの繰返し載荷とした。 

 

3. 実験結果 

3.1 破壊経過および破壊性状 

 実験結果一覧を表－３に，計算結果を表－４に，試験体

の最終破壊状況（部材角 R=-50×10-3rad）を図－４に示す。

計算値における曲げ終局強度は RC 規準略算式 4)に基づ

き、断面を端部と一般部それぞれ算定した。せん断力に

変換する際の内法スパンは端部で L/2=1100（B2-6 は 950）

mm，一般部で L’/2=800（B2-6 は 650）mm を用いた。せ

ん断終局強度および開孔部せん断終局強度のせん断スパ

ンも同様の扱いとし、有効せい d も端部と一般部それぞ

れ算定した。一段筋設計用付着強度は靭性指針 5)に従い，

上記と同様に内法スパン L=2200（B2-6 は 1600）mm に

より算定した τfと，ヒンジ計画位置間 L’=1600（B2-6 で

は 1300）mm により算定した τf’の両方を示している。 

 全試験体とも部材角 R=±1/800rad をピークとする第一

サイクルで端部およびヒンジ計画位置に曲げひび割れが

発生し，部材角 R=±1/400rad までに開孔部せん断ひび割

れが発生した。その後、ヒンジ計画位置の曲げひび割れ

がせん断ひび割れに進展し、端部の開孔部せん断ひび割

れにつながった。大変形時には負側時の開孔せん断ひび

割れが進展し、正側の端部曲げひび割れとつながった。

部材角 R=±1/50rad 付近でヒンジ計画位置のひび割れ幅

が拡大し，同サイクルに B2-4，B2-6 試験体の上端一段筋

中央に沿ってひび割れが発生する付着割裂の様相を呈し

た。B2-3 試験体も部材角 R=1/25rad 付近で同様の様相を

呈した。その後 B2-4 試験体では部材角を追うごとに付

着割裂のひび割れ幅が拡大した。B2-3，B2-6（短スパン・

片側 HR）試験体では，上端筋およびヒンジ計画位置付近

のひび割れ幅が拡大した。これは，付着余裕度の τfが 1.63

～1.11，τf’が 1.11～0.85 を示し，B2-4 試験体が τf’=0.85，

その他試験体が τf’=1.00 程度となったことが要因である

と考えられる。また，開孔部せん断余裕度が端部開孔で

は 1.17～1.04 を示し，一般部開孔（ヒンジ領域内）では

1.09 を示しており，付着割裂破壊した B2-4 試験体を除

き，破壊性状に開孔の影響は少なかったと思われる。全

ての試験体で計算値の一般部曲げ終局強度 Qfu2に対する

実験値の最大耐力 Qmaxの比が 1.18～1.07 の値を示し，曲

げ破壊した。 

3.2 せん断力 Q－梁部材角 R 関係 

 各試験体のせん断力 Q－部材角 R 関係を図－５に示

す。付着割裂破壊した試験体のうち，B2-3 試験体は部材

角 R=1/25rad サイクル，B2-4 試験体は部材角 R=1/50rad

の一回目までは安定した履歴を示したものの，その後は

耐力低下とスリップ型履歴が見られた。その他の試験体

試験 

体名 

ひび割れ強度 
主筋降伏耐力 最大耐力 

最大耐力時 

部材角 
曲げ 

開孔部せん断 

端部 一般部 一段 二段 正側 負側 正側 負側 

Qfc Qsc1 Qsc2 Qy1 Qy2 Qmax Qmin Rmax Rmin 

(kN) (kN) (kN) (kN) (×10-3rad) 

B2-1 32.6 41.0 -- 329.6 335.2 374.5 -364.4 30.0 -40.2 

B2-2 33.0 -- 53.4 306.8 316.3 375.7 -365.7 40.1 -40.1 

B2-3 33.0 49.5 50.2 321.8 335.7 374.6 -365.7 20.1 -30.0 

B2-4 33.0 49.2 -- 241.7 -- 286.8 -272.2 20.0 -20.0 

B2-5 33.0 -- -- 256.5 288.0 344.7 -341.3 50.1 -30.1 

B2-6 36.8 -- -- 302.4 -- 389.3 -377.6 40.3 -38.3 

試験体名 

曲げ終局強度 せん断終局強度 
開孔部 

せん断終局強度 

設計用 

付着応力度 
付着 

割裂 

強度 

余裕度 
整 

合 

性 

破 

壊 

形 

式 

端部 一般部 
τfu
σB

 
端部 一般部 端部 一般部 端部 一般部 曲げ せん断 開孔 付着 

Qfu1 Qfu2 Qsu1 Qsu2 QH1 QH2 τf τf’ τbu Qfu1
Qfu2

 
Qsu1
Qfu2

 
Qsu2
Qfu2

 
QH1
Qfu2

 
QH2
Qfu2

 
τf
τbu

 
τf′

τbu
 

Qmax

Qfu1
 

(kN) (kN) (kN) (N/mm2) (N/mm2) 

B2-1 429.2 343.2 0.050 371.3 391.5 356.1 - 2.22 3.25 3.20 1.25 1.08 1.14 1.04 - 1.44 0.98 1.09 F 

B2-2 405.2 343.2 0.050 371.3 391.5 - 373.2 2.22 3.25 3.22 1.25 1.08 1.14 - 1.09 1.45 0.99 1.09 F 

B2-3 429.2 343.2 0.050 371.3 391.5 356.1 373.2 2.22 3.25 3.20 1.25 1.08 1.14 1.04 1.09 1.44 0.99 1.09 FB 

B2-4 332.2 269.1 0.055 253.6 277.5 320.1 - 2.27 3.33 2.83 1.23 0.94 1.40 1.17 - 1.25 0.85 1.07 FB 

B2-5(上端) 429.2 343.2 0.051 373.0 393.3 - - 2.25 3.29 3.20 1.25 1.09 1.15 - - 1.42 0.97 1.00 F 

B2-5(下端) 321.4 269.1 0.040 387.2 404.4 - - 2.27 3.33 3.69 1.19 1.44 1.50 - - 1.63 1.11 1.28 F 

B2-6 422.0 331.2 0.049 414.4 494.0 - - 3.33 4.34 4.23 1.27 1.25 1.49 - - 1.11 0.97 1.18 F 

図－４ 試験体最終状況 

a) B2-1 

b) B2-2 

c) B2-3 

d) B2-4 

e) B2-5 

f) B2-6 

※1 せん断終局強度は荒川 mean 式により算定 ※2 F：曲げ破壊，FB：曲げ降伏後付着割裂破壊 ※3 開孔部せん断終局強度は修正広沢式により算定 

表－４ 計算結果 
 

表－３ 実験結果一覧 
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は載荷終了まで顕著な耐力低下のない紡錘型の履歴ルー

プを描いた。部材角 R=1/100rad サイクル時に B2-2，B2-

4，B2-5，B2-6 試験体の一段筋が降伏し，部材角 R=1/50rad

サイクルまでに全ての試験体で一段筋および二段筋が降

伏した。付着割裂破壊した B2-3，B2-4 試験体では，部材

角 R=1/50rad 時に最大耐力を迎え，その他試験体は部材

角 R=1/33～1/20rad で最大耐力を迎えた。さらに B2-4 試

験体は，最大耐力を迎えた後の耐力低下が著しく，最終

サイクルの部材角 R=1/20rad 時には最大耐力の 65％程度

に低下した。上下の配筋が異なる（上端筋：8-SD19，下

端筋：6-SD19）B2-5 試験体は，コンクリートの圧壊等に

よる損傷が大きかったが耐力の低下は見られなかった。 

 

3.3 主筋ひずみ分布 

 各試験体の主筋降伏時サイクルのピーク（B2-1，B2-3：

1/50rad，その他：1/100rad）の主筋ひずみ分布を図－６に

示す。図中の降伏ひずみは主筋の降伏強度に至ったひず

みを，黒範囲（-50～0，2200～2250mm）はスタブ内部を，

赤範囲（0～300，1900～2200mm）は継手部を，黒破線（300，

1900mm）はヒンジ計画位置を示している。全ての試験体

においてヒンジ計画位置近傍で一段筋および二段筋の主

筋ひずみが大きくなり，降伏ひずみに至った。引張側の

二段目カットオフ筋は全試験体で 1000μ 前後を示してお

り，大差はなかった。よって，スタブ面から 160mm（約

8.38db）の定着長でも十分であることを確認した。一般部

に開孔を有する B2-2 試験体（スタブ面から 480mm），B2-
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図－５ せん断力 Q－部材角 R 
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図－６ 各試験体の主筋ひずみ分布 

-1000

0

1000

2000

3000

4000

-50 400 850 1300 1750 2200

主
筋
ひ
ず
み

(μ
)

スタブ面からの距離(mm)

B2-1

←ヒンジ計画位置
-1000

0

1000

2000

3000

4000

-50 400 850 1300 1750 2200

主
筋
ひ
ず
み

(μ
)

スタブ面からの距離(mm)

B2-2

←ヒンジ計画位置
-1000

0

1000

2000

3000

4000

-50 400 850 1300 1750 2200

主
筋
ひ
ず
み

(μ
)

スタブ面からの距離(mm)

B2-3

←ヒンジ計画位置

上端一段筋 上端二段筋 上端カットオフ筋 主筋降伏ひずみ（端部）

下端一段筋 下端二段筋 下端カットオフ筋 主筋降伏ひずみ（一般部）

 

- 316 -



3 試験体（スタブ面から 585mm）の開孔近傍では主筋ひ

ずみが相対的に低い値を示している。これは開孔補強金

物（B2-2 はコ形補強筋を含む）により剛性が高まったこ

とが起因していると考えられる。図に表示していないが，

端部開孔（左：スタブ面から 200mm，右：スタブ面から

160mm）を有した B2-1，B2-4 試験体も同様に開孔付近の

主筋ひずみが左右と比較し，僅かに低い値を示したこと

を確認した。 

3.4 開孔補強ひずみ 

 開孔補強金物のひずみ履歴を図－７に示す。左開孔を

実線，右開孔を破線で示す。全ての試験体で降伏ひずみ

に達していないが，曲げ破壊した B2-1 試験体と付着割

裂の様相を示す前の B2-3 試験体の端部開孔が降伏ひず

み付近の値を示した。概して部材角を追うごとにひずみ

が増すが，付着割裂の様相を示した試験体（B2-3，B2-4）

はその部材角以降でひずみが減少した。一般部（ヒンジ

領域内）に開孔を設けた B2-2 試験体のひずみが B2-3 試

験体と比較して小さいのは，コ形補強筋を配筋している

ためであると考えられる。また，端部開孔が一般部開孔

を比較して大きい値を示しているのは，ヒンジ計画位置

による曲げひび割れが曲げせん断ひび割れとして進展し

たことが原因であると考えられる。端部開孔の B2-1，B2-

3 試験体のように開孔せん断ひび割れ方向と異なる方向

（図では左下，右上）にひずみの値が大きくなるのは，

負側時の開孔せん断ひび割れが正側の端部曲げひび割れ

とつながることが起因していると考えられる。 

 

4. HR 梁の降伏時耐力の比較・検討 

 HR 梁の実験降伏時曲げ耐力が計算耐力に達しない報

告が多くある。文献 1)による材端の力のつり合いによる

トラス機構を基にした HR 梁の降伏時耐力の評価方法は，

端部と一般部で降伏強度が異なる文献 1)，2)の試験体の

曲げ耐力を概ね評価できたていた 3)。この方法で，主筋

量による HR 梁を含め、主筋が曲げ降伏した既往実験の

RC 架構における HR 梁試験体 79 体 1~3),6~18)の曲げ耐力を

検討する。HR 梁の降伏時耐力の評価式は文献 1)を参照

されたい。縦軸を HR 降伏時耐力の評価式に対する実験

値の比，横軸を曲げ強度式に対する実験値の比とした。

曲げ強度式には AIJ 略算式（=0.9atσyd）を採用し算定し

た。実験値は最大耐力の正負平均耐力とした場合と

R=1/50rad 時強度とした場合を図－８に示す。文献中に

最大耐力および R=1/50rad 時強度が明記されていないも

のは，Q－R 関係から判断した。 

 文献 1)により算定した HR 梁の降伏時耐力計算値に対

する実験値の最大耐力とした左図では約 1.1～1.35 の範

囲，実験値を R=1/50rad 時強度とした右図では 1.1～1.3

の範囲で分布が集中している。AIJ 略算式で 1.0 未満の試

験体でも，3 体を除き全ての試験体で文献 1)の方法は，

安全側に評価できている。逆対称加力の方が，片持ち梁

加力（十字形含）より実験耐力が高い傾向がみられる。 

 

5. 付着破壊モードの評価 

 本研究及び既往研究 2)における破壊モードとせん断余

裕度および付着余裕度による関係を図－９に示す。付着

余裕度はヒンジ計画位置間で算定した τbu/τf’を用いた。

縦軸を付着余裕度 τbu/τf’，横軸をせん断余裕度 Qsu2/Qfu2と

した。連続開孔試験体（B2-3）を除き，ヒンジ計画位置

間で算定した付着余裕度が 0.9 を下回る試験体（B1-4， 

B2-4）は曲げ降伏後付着割裂破壊をした。その他試験体

図－７ 開孔補強金物のひずみ履歴  
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は，曲げ破壊したことから，付着余裕度はヒンジ計画位

置間で算定した値で破壊モード性状を概ね評価できるこ

とが分かった。 

 

6. まとめ 

 本研究では， HR 機構および開孔を有する扁平断面の

逆対称型加力の梁実験を実施し，以下の知見が得られた。 

(1) 全試験体において，継手先端曲げに対する梁端曲げ

の余裕度が 1.25 程度あればヒンジ計画位置で主筋

が降伏する。 

(2) 開孔のせん断余裕度が 1.0 程度，入力せん断応力度

レベルが 0.050 程度で，有孔梁はせん断破壊せず，

曲げ破壊することを確認した。 

(3) 短スパン・片側 HR 機構の試験体（B2-6）でも付着

余裕度が 1.0 程度で付着割裂破壊せず曲げ破壊した。 

(4) 既往の HR 梁実験を含むデータ分析から，文献 1)に

よる HR 梁の降伏時耐力評価法で，ほぼ全ての試験

体において安全側で評価できた。 

(5) ヒンジ計画位置間で算定した付着余裕度は，実験結

果の破壊モードを概ね推定できた。 
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図－９ 破壊モードの検討 
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